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多様な背景をもつ外国人児童生徒が全国の学校で急速に増加し，外国人児
童生徒教育の充実の必要性が叫ばれている。外国人児童生徒教育に関する施
策が施行され，学校では主に外国人児童生徒の学校生活への適応指導と日本
語指導が行われるに至っている。本稿では，外国人児童生徒教育に関する施
策と先行研究の検討によって，外国人児童生徒の指導・支援上の従来の学校
と家庭の関係を明らかにする。そのうえで，指導・支援の充実と発展に向け，
Bronfenbrenner(1979)の生態学的発達理論に基づく学校と家庭の協働を提案
する。
１．はじめに
1990年代以降，多様な背景をもつ外国人児童生徒(1)が急増し，学校現場におけ
る急務な対応の必要性から，外国人児童生徒教育の充実が目指されてきた。国お
よび地方自治体によって関連施策が施行され，これまで学校では主に外国人児童
生徒の学校生活への適応指導と日本語指導が行われてきた。学校の担当者には，
外国人児童生徒の指導・支援に加え，外国人児童生徒の家庭と関わることが求め
られているが，学校と家庭の関係には様々な課題が生じている（臼井<2011など）。
外国人児童生徒の指導・支援の充実と発展に向け，今後どのような学校と家庭の
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関係が望まれるのか。Bronfenbrenner (1979)の生態学的発達理論に基づく学校と
家庭の新たな関係を提案する。
２．外国人児童生徒の増加の背景
多様な背景をもつ人々は，日本では1970年代末から徐々に増加し始め，1980年
代後半から1990年代前半の社会経済の国際化（厚生労働省労働安定局<2004）や
1990年出入国管理及び難民認定法の改正によって急増した。2010年度の外国人登
録者数は，総人口の約1.7%にあたる約213万人にのぼり，出身地は196カ国に及ん
だ（統計センター<2011a; 2011b）。中国，ブラジル，ペルー，フィリピンなどの
アジアおよび南米諸国の出身者が多く，出稼ぎ労働や国際結婚など来日目的は多
岐に亘る（清水<2006）。こうした人々の在留期間の長期化(川野<2006)や定住化
に伴って，家族と共に来日する子どもや国際結婚夫婦の子どもなどが国内の学校
に就学するようになった。その結果，2010年全国の公立学校には約８万人の外国
人児童生徒が在籍し，過半数が義務教育段階であった（文部科学省<2011a）。日
本語指導が必要な外国人児童生徒(2)も1991年の調査開始以来最も多い28,575人で
あり，全体の半数にあたる892市町村に在住し，在籍学校は前年から300校以上増
えた約３万校にのぼった（文部科学省<2011a)。外国人児童生徒教育の充実は，
全国的に取り組むべき重要な課題となっている。
３．外国人児童生徒教育の施策にみる学校と外国人児童生徒の家庭の関係
外国人児童生徒教育が，重点課題として再認識された背景には，近年の国際的
な景気後退による外国人児童生徒の家庭の雇用状況の悪化があったことが指摘で
きる（文部科学省<2009）。「外国人児童生徒教育の充実について（通知）」(2006)
や「定住外国人の子どもに対する緊急支援」（2009）（文部科学省初等中等教育局
地方課<2009）などが発表され，現在，(1)日本語指導等に対応する教員の配置，
(2)教育委員会等の担当者による研究協議会の開催，(3)日本語指導者養成研修の
実施，(4)日本語指導等に関わるカリキュラムの開発（文部科学省<2011c）など
が国によって主に取り組まれるに至る。また，具体的な施策は，地方自治体でも
進められ，日本語指導担当教員の配置，日本語指導協力者の派遣，研修の実施，
教材資料の開発などが行われている。
しかし，外国人児童生徒教育の担当者の定期的な異動（文部科学省<2011a）や
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外国人児童生徒の在籍数の少ない学校における指導・支援状況の遅れ（臼井<2003）
など，外国人児童生徒教育の充実には未だ多くの課題が残されている（文部科学
省<2011a）。こうした状況を受け，2011年３月「外国人児童生徒受入れの手引き」
（文部科学省<2011a）が刊行され，外国人児童生徒教育に携わる担当者（主に管
理職，在籍学級担任，日本語指導担当教員等，都道府県および市町村教育委員会
の担当指導主事）の役割が明示された。「担当者同士が協力・連携することが不可
欠」(文部科学省<2011a<p. 1）だという立場がとられ，各担当者の役割として，
外国人児童生徒への直接指導・支援に加え，外国人児童生徒の家庭と「どのよう
にかかわるか」(p. 2）が取り上げられた。外国人児童生徒の指導・支援上，彼ら
の文化背景や「家族的な背景を考えることが重要」（文部科学省<2011a<p. 10）だ
とされている。
したがって，「外国人児童生徒受入れの手引き」を分析することで，現在求めら
れている外国人児童生徒教育の担当者と家庭の関係が明らかになると考える。そ
こで，「外国人児童生徒受入れの手引き」の本文中で，「家庭」または「保護者」
の関係を含み，かつ担当者との関わりに関する記述を対象に，その文脈で使用さ
れている動詞とその使用回数を集計した。その結果，「保護者」は，全体で合計
142回使用され，そのうち，担当者との関係に関する記述で２回以上使用されて
いた動詞は，Table１のように示された。上位３つの動詞は，「確認」(８回),「保
護者会を開く」（５回），「伝える」（４回）であった。他方，「家庭」は全体で合計
41回使用され，担当者との関係に関する記述で２回以上使用されていた動詞は，
「家庭訪問」（10回）のみに留まった。このように，学校の担当者の家庭への働き
かけを示す動詞がほとんどがであり，担当者には外国人児童生徒の指導・支援の
担い手として，積極的に家庭に関わることが求められているといえる。そこで，
家庭からの関わりを要する「連携」や「協議」といった動詞に着目すると，学校
と「家庭」または「保護者」との関係に関する記述では，それぞれ１回使用され
るに留まる。手引き全体では，「連携」が合計65回，「協議」が合計19回使用され，
上記以外は，全て担当者間や学校と関連機関との関係に関する記述で使用されて
いた。このように，「外国人児童生徒受入れの手引き」の分析によって，とりわけ
学校の担当者には，外国人児童生徒の家庭に対して様々な働きかけを行う役割と
それを遂行する力量や責任が指導・支援上問われていることがわかった。一方，
外国人児童生徒の家庭の指導・支援上の立場や役割は，明確にされていなかった。
－ 53－
４．外国人児童生徒教育に関する先行研究における学校と外国人児童生徒の家庭
の関係
しかし，外国人児童生徒を指導・支援する上で，学校と家庭の関係が重要であ
ることは，国内の外国人児童生徒教育に関する先行研究によっても明らかにされ
ている。先行研究では，社会学や民俗学などの実証的研究が中心に行われてきた
が，調査対象と調査方法によって，(1)外国人児童生徒を対象に彼らの学校生活
を明らかにする質的調査と，(2)外国人児童生徒教育の担当者を対象に学校にお
ける指導・支援実態を明らかにする量的調査に大別することができる。
前者の研究領域では，外国人児童生徒が，学校で言語（志水<2002)，学習，対
人関係など，様々な問題や悩み（清水<2006など）を抱えることが指摘され，家
庭が直接的あるいは間接的に多大な影響を与えることが明らかにされている。た
とえば，家庭への不安感が外国人児童生徒の学校の授業に対するストレスに影響
を与えること（藤田・小正<2002）や，家庭の社会・経済状況，学校教育への関
心，将来設計が学校生活への適応に影響を与えることなどである（志水<2002)。
これらには，家庭の来日理由，教育水準・教育資源（志水・清水<2001)，家庭が
児童生徒の学校教育に関わる時間的・精神的余裕が関わっている（朝倉<2005）。
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Table１．[外国人児童生徒受入れの
手引き」において担当者
と「保護者」の関係に関す
る記述で２回以上使用さ
れている動詞
動　　詞 回数
確認 8
保護者会を開く 5
伝える 4
連絡 3
家庭訪問 2
聞く 2
コミュニケーションを図る 2
信頼関係を築く 2
相談して 2
説明する 2
話し合い 2
対応 2
以上からも，外国人児童生徒の家庭背景や家庭状況を踏まえた指導・支援が求め
られている。
ところが，後者の研究領域では，学校と家庭の関係が容易に構築されていない
実態が明らかにされている。多くの学校の担当者が，指導・支援上の課題として
家庭との関係を，受入れ体制と並べて（熊崎<2003），あるいは，唯一の課題とし
て挙げている（山本・成澤<2002）。具体的には，保護者への連絡や関わることの
困難（相磯・太田<2003)，言語や教育観の違いによるコミュニケーション上の困
難が挙げられている（新倉<2002)。このように，家庭からの理解，協力，支援が
得られないことや，家庭の意識についての課題意識は，多くの担当者が担当当初
から慣れた頃までを通じてもっていることが，臼井(2011)によって明らかにされ
ている。他方，外国人児童生徒の家庭を対象とした田巻・坂本(2006)の調査では，
家庭も学校と連絡がとれない状況を認識していることがわかった。しかし，言語
の違い以上に，仕事の多忙さが原因として挙げられ，多くの家庭が転職と引っ越
しを繰り返していた。
以上で明らかにされたように，外国人児童生徒の指導・支援上，学校と外国人
児童生徒の家庭の関係が重要であることが示されながら，家庭の社会・経済状況
や言語背景などが，両者の意思に関わらず，関係の構築を一層困難にしていると
いえる。このような状態が継続すると，学校も家庭も互いに関わることへの関心
を失い，その必要性をも感じなくなる恐れがある。さらに，相手に関わること自
体を負担に感じることも考えられる。外国人児童生徒への有効な指導・支援を実
現するため，学校と家庭の関係を再検討することが求められる。
５．外国人児童生徒教育における学校と家庭の新たな関係－協働
先述の「外国人児童生徒受入れの手引き」（文部科学省<2011a）の分析で示さ
れたように，家庭との関係構築が困難な様々な状況の中で，現在学校の担当者に
は，積極的に家庭に関わる役割とそれに伴う責任が問われている。他方，外国人
児童生徒の家庭の立場や役割は明確にされていない。このような学校と家庭の関
係では，学校の担当者個人に過度な指導・支援上の役割と責任，負担が及ぶこと
が懸念される。したがって，家庭の指導・支援上の立場や役割を明確にすること
で，担当者の過度な負担を軽減し，両者の関係を円滑にする必要がある。そこで，
学校と家庭の「協働」による新たな関係を提案する。学校と家庭の関係性は様々
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で，それを表す用語も様々にあるが，協働関係の特徴は，上記で指摘した「責任」
と「関与」の点にある。協働は，多様な背景をもつ外国人児童生徒の支援に関す
る研究で，その有効性が確認されている（Cox, 2005）。
協働は，コラボレーション（collaboration）の邦訳として（ヘイズ・高岡・ブ
ラックマン<2001），「所与のシステムの内外において異なる立場に立つ者同士が，
共通の目標に向かって，限られた期間内に互いの人的・物的資源を活用して，直
面する問題の解決に寄与する対話と活動を展開すること」（亀口<2002<p. 7）と定
義される。また，「さまざまな問題に対して，異なった役割をもつメンバーが協力
して，それぞれの専門性を生かしながら，課題の解決に協働で対処する新しい概
念」(森川<2002<p. 70）という定義もなされている。学校と家庭の協働を論じる
場合，両者が子どもの学習と社会的発達を促進するために共に働く関係を表す
（Cox<2005）。
協働上の学校と家庭の立場は，対等であり，それぞれが支援の対象である児童
生徒に対してもつ影響力が尊重される（Cox<2005）。Cox(2005)は，協働上の学
校と家庭の働きは，他の関係性における場合と一見類似するものの，両者が主体
性をもって共に働き，責任を共有する点で特有の性質をもつことを指摘する。さ
らに，情報の流れにも特徴があり，一般的には学校から家庭に向けた一方向の情
報提供が行われるが，協働関係においては，学校から家庭，家庭から学校という
双方向の情報の流れが生じ情報が共有される。
しかし，このような，学校と家庭が児童生徒の指導・支援のために共に力を合
わせる協働は，たとえば，学校の連絡や説明不足による家庭の学校に対する不信
感（Ramirez, 2003）や両者の不均衡な力関係（Hodge & Runswick-Cole, 2008;
石隈<2000）によって，これまでほとんど実現されてこなかった（亀口<2002）。
家庭は学校における児童生徒の指導・支援上消極的な立場に置かれ，関与する機
会が限られてきた。しかし，家庭は，就学以前から児童生徒をよく知り，日常生
活を最も身近で知る人物であることから，外国人児童生徒の指導・支援上，家庭
の存在は極めて重大である。特に，外国人児童生徒の場合，背景の多様さから学
校単独の対応には限界があり（内田<2004)，家庭との関わりは不可欠である。
家庭が外国人児童生徒の指導・支援に関わることは，家庭自身が外国人児童生
徒の学校教育への理解を深め，教育的判断におけるリーダーシップをとることに
もつながる（Coatsworth et al., 2002)。外国人児童生徒の家庭の中には，将来帰
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国を予定するものもあることから，学校教育における家庭の主体性を重んじるこ
とで，家庭がエンパワメントされ（Coatsworth et al., 2002)，引っ越しや帰国な
ど様々な変化の中で，家庭が納得する教育的判断を行うことが可能になる。そし
て，学校も外国人児童生徒の将来を据えた長期的な指導・支援を進めることがで
きる。
６．家庭と学校の協働のために
6>1．協働の成立条件－生態学的発達理論に基づく理解
それでは，学校と家庭の協働は，どのような条件のもとで成立するのだろうか。
ヘイズ・高岡・ブラックマン(2001)は，協働者双方に漓相互性，滷目標の共有，
澆資源の共有，潺広い展望（視野）をもつこと，潸対話（亀口<2002）の５つの条
件が求められることを述べる。そのため，外国人児童生徒の指導・支援における
学校と家庭には，上記５つの条件を満たすことが必要であるが，同時に，両者の
関係構築を困難にする状況に対応することも必要である。そこで，子どもと子ど
もを取り巻く学校や家庭といった環境の相互作用を捉える Bronfenbrenner(1979)
の包括的な生態学的発達理論に基づき，様々な学校と家庭をめぐる状況を踏まえ
ながら，協働の成立条件を，詳しく論じる。
なお，生態学的発達理論に基づく外国人児童生徒の環境は，外国人児童生徒を
中心に据え，それを取り囲む最も身近なミクロシステム（家庭や学校など），ミク
ロシステム間の相互作用が生じるメゾシステム（家庭と学校の関係など），エクソ
システム（教育委員会や保護者の職場など間接的な影響を与える社会的ネットワ
ーク），マクロシステム（システム全体に影響を及ぼす文化や信念体系など）に分
類される（Figure 1.1)。そして，外国人児童生徒の指導・支援のための学校と家
庭の協働関係は，メゾシステムに位置づけられる。(Figure 1.2)。同理論に基づ
けば，外国人児童生徒と直接的な関係を有するミクロシステムとメゾシステムは，
特に多大な影響力を外国人児童生徒に対して有するが，その在り様には上位シス
テムであるエクソシステムとマクロシステムが影響を及ぼすと解釈される。
（1）相互性
生態学的発達理論（Bronfenbrenner, 1979）では，子どもとミクロシステム間
の関係が複数・複雑であると，子どもの保護環境が充実し，メゾシステム間のつ
ながりが強固で，互いの作用が補完的であると，子どもに良好な影響が及ぶとさ
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Figure 1.1．Bronfenbrenner(1979)の生態学的発達理論
Figure 1.2．学校と家庭の協働による外国人児童生徒の指
導・支援
れる。このことから，学校と家庭の協働による外国人児童生徒の指導・支援は，
より多面的で効果的な指導・支援を可能にすると考えられる。また，生態学的発
達理論では，子どもと全てのシステムは可変的だと理解されるが，学校と家庭の
協働関係も同様に可変的である（内田<2004）。両者は，それぞれの専門性に基づ
く役割を変化させることができ，また，共に活動し，あるいは，協働という関係
の影響を受けながら役割は変化する。
（2）目標の共有
生態学的発達理論では，子どもを中心に据えて，全てのシステムを配置するが，
このような捉え方は，協働上，学校と家庭が外国人児童生徒の学習および社会的
発達を促進する（Cox, 2005）という共通の目標のもとで関係を成立させる点と通
ずる。亀口(2002）も，仮に学校と家庭が協働上相反する感情をもった場合でも，
両者の目標が共有されていれば，目標に対する熱意ゆえに生じた感情だという肯
定的な解釈によって，両者の協働関係が修復されることを述べる。
（3）資源の共有
支援には，情緒的，道具的，情報的，評価的形態があるが（Malecki & Demaray,
2003)，これらの多様な支援の統合によって，支援の影響力は発揮される
（Oppedal, Roysamb,& Sam, 2004）。そのため，子どもの生活，行動，学校への適
応（Walsh, Harel-Fisch, & Fogel-Grinvald, 2010)，学業（Huntsinger &
Jose, 2009）などへの影響力をもつ家庭（Coatsworth, Pantin, & Szapocznik,
2002）と学校が協働することで，異なる支援形態，すなわち支援上の資源が獲得
される（加藤・大石<2004）。Howard & Johnson(2000)の研究でも，児童生徒本
人と教員によって，家庭が児童生徒の困難な状況を乗り越える上で重要な役割を
果たしたことが認識され，教員は特に家庭の情緒的支援を重要だと捉えていた。
ところで，学校と外国人児童生徒の家庭との協働の場合，資源の共有はとりわ
け重要である。なぜなら，外国人児童生徒の家庭の中には，初めて日本の学校教
育に関わる家庭もあるため，日本の学校教育制度や学校生活などの学校教育に関
わる基本的な情報を学校が共有し（Coatsworth et al., 2002），家庭が十分な理解
のもとで教育的判断を行うことを可能にする必要があるからである。そこで扱う
べき情報は，外国人児童生徒と家庭を取り巻くメゾシステム（学校と家庭の交流
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の機会や方法など），エクソシステム（基本的な学校教育に関する情報や収集方法
など），マクロシステム（日本における学校教育の理解や位置付けなど）に及ぶ。
（4）広い展望（視野）をもつこと
外国人児童生徒の指導・支援上，学校と家庭の協働が極めて重要な意義をもつ
のは，外国人児童生徒の母国とのつながりを踏まえた，包括的かつ将来志向の指
導・支援が実現できる点にある。たとえば，外国人児童生徒のマクロシステムに
は，日本と母国がつながる異なる文化や信念体系が存在する。そのため，外国人
児童生徒と彼らを取り巻くシステムを理解し，それに応じた指導・支援の内容や
形態を決めることが不可欠だといえる（Lee & Bowen, 2006)。こうした母国との
つながりを尊重することは，学校と家庭の協働の実現や質，指導・支援の有効性
に関わり，多様な背景をもつ移民を対象とした実証的研究で，母国とのつながり
を捉えた生態学的発達理論の妥当性が確認されている理由であろう（McCroskey
& Meezan, 1998)。なお，外国人児童生徒と日本とのつながりも理解が必要であ
る。国内に在住する外国人児童生徒と家庭に影響を与えるシステムを把握するこ
とで，家庭の状況理解を深め，計画的に協働に向けた関わりを学校が行うことが
できる。
（5）対話
実際に学校と家庭が外国人児童生徒の指導・支援を行うためには，対話，すな
わちコミュニケーションが不可欠である（Cox, 2005）。その方法には，連絡帳の
交換，電話，面接などがあるが，できないことと共に，できることを話し合うこ
とで，目標に向けた生産的な対話が可能になることが指摘されている（Graham-
Clay, 2005)。対話によって学校と家庭が互いを理解，尊重できると，両者の協働
上の働き（亀口<2002）も関係（Hodge & Runswick-Cole, 2008）も促進される。
学校が家庭と対話することに対して積極的な姿勢をみせれば，それは学校の熱意
として伝わり（石隈<2000)，学校と家庭の協働関係の構築に向けた一歩となる。
たとえば，編入学時の面接など初期に，家庭側の対話可能な時間，方法，頻度な
どを確認できるであろう。
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6>2．協働上の家庭の役割
協働上，学校と家庭が担う具体的な役割であるが，学校については「外国人児
童生徒受入れの手引き」である程度具体化されているが，家庭については明確に
されていなかった。しかし，協働上の協働者の役割の特徴は，協働者が対話を通
じて，共に働きながら，その専門性を生かす役割を状況に応じて柔軟に定めるこ
とができる点にある（森川<2002)。そのため，協働を継続的に行うためにも，無
理のない指導・支援上の役割を学校も家庭も担うことが求められる。特に，外国
人児童生徒の家庭については，社会経済的，言語的，精神的，地理的，時間的状
況の理解と，それを踏まえた役割の提案が重要である。以下では，家庭の子ども
の学校教育に関わる様々な役割を考えたい。
まず，基本的な関わりの形態として，漓子育てへの関わり，滷教員との交流，
澆学内外でのボランティア，潺自宅学習への関わりが挙げられる（Huntsinger &
Jose, 2009）。家庭の関わりが，学校の場に限定されず，自宅や地域など様々な場
で行われていることがわかる。また，家庭の精神的な関わりを含める Grolnick &
Slowiaczek (1994)の分類では，漓保護者の行動による関わり，滷愛情を感じる環
境の提供など子どもに対して行う関わり，澆子どもに認知・知的刺激を与える関
わりが挙げられている。上記の他にも，励まし，応援，導き，見守り，話し合い
（Huntsinger & Jose, 2009）などがあり，協働上の家庭の役割は，様々な内容，方
法，レベルに及ぶといえる。
ここで，配慮すべき点は，文化背景によって家庭の関わり方に特徴がある場合
である。例えば，家庭の文化背景によって，直接的な学校との関係をもつ家庭，
自宅学習を助ける家庭（Hungsinger & Jose, 2009)，学習時間を管理する家庭な
どが明らかにされている（Lee & Bowen, 2006)。家庭の関わり方を尊重しなが
ら，学校と家庭が対話と活動を行い，協働上の家庭の役割を具体化してゆくこと
が重要である（亀口<2002)。
6>3．学校と家庭の協働の促進
学校と家庭による外国人児童生徒の指導・支援のための協働は，実際には対話
によって進められる。対話の場では，効果的なコミュニケーションによって，学
校と家庭の関係が構築され，協働が促進される。そこで，以下では，協働上の学
校と家庭のコミュニケーションを円滑にし，促進させるための提案を施策との関
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係で行う。
まず，外国人児童生徒の家庭と関わる際に学校に求められるコミュニケーショ
ン力の獲得を目的とした研修の場の充実である。コミュニケーション力は，「情報
を正確に相手に伝達できる能力であり，なおかつ，コミュニケーションを通じて
相手と良い対人関係を築くことのできる能力」(大谷<2008<p. 54）と定義され，
多様な文化背景をもつ人とのコミュニケーションには，相手の全てを尊重し，よ
い関係を築く力が求められる(大谷<2008)。そのため，学校が家庭と協働する際，
上記漓情報伝達力，滷対人関係構築・維持力と共に，澆多様な背景をもつ人の尊
重に関する知識と技術の習得を目指す必要がある。実際，この３点に関連する，
偏見を持たない態度，信頼づくり，情報収集力，情報発信力，異文化の知識の必
要性は，外国人児童生徒の指導・支援の担当者によって挙げられている（臼井<
2011)。
上記３点のうち，外国人児童生徒の家庭との関係に特有な３点目を取り上げれ
ば，多様な文化背景をもつ相手も同じ人間であるという理解を育む潮田(2007)の
異文化理解教育の内容が研修の内容として参考になる。潮田(2007)は，目に見え
る文化と目に見えない文化という分類を行っており，以下が幅広い年齢層の児童
生徒を対象に共通して取り上げられた内容であることから，基本的に理解が求め
られる内容だといえる。
目に見える文化：食べ物，衣服，住居，学校生活，遊び，言語，教育制度，宗教，
政治経済，歴史，芸術・文学作品，社会構成，気候　など
目に見えない文化：物の見方，考え方，価値観・価値志向　など
しかし，上記のような知識習得の機会が限られている場合，コミュニケーショ
ン技術の習得を目的とした研修が有効である。コミュニケーション技術は，より
短期間で習得でき，多様な背景をもつ外国人児童生徒の家庭に対し，応用可能で
ある（大谷<2008）。このような実践的な力の習得を目的とした研修は，これまで
はほとんど行われていない（臼井<2011）。そのため，今後のコミュニケーション
技術に関する研修では，まず，人に対する誠実なケア，ラポートの構築，興味と
共感を伝える，保護者の情緒に応え意向を理解していることを明確に伝える，と
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いう基本技術を取り上げるとよい（Graham-Clay, 2005）。そのうえで，言語・文
化背景に応じたコミュニケーション技術を学ぶことが求められる。たとえば，英
語の場合，共感的な返答，興味をみせること，穏やかさ，ほめ言葉や賛辞などが
コミュニケーションを活発化させることがわかっている（大谷<2008）。以上に加
え，家庭と協働する場合，寛容さ，自由な発想，新しい視点を取り入れることを
厭わない態度について学ぶことが求められる（Hodge & Runswick-Cole, 2008)。
最後は，学校と家庭のコミュニケーション自体に関わる言語の違いへの対応で
ある。外国人児童生徒の母語を話す担当者の配置やボランティアの派遣などがこ
れまで行われているが，こうした人材に限りのある市区町村や（文部科学省<
2011a)，学校と家庭のコミュニケーションが突然必要とされる場合には，対応が
難しい。そのため，学校と外国人児童生徒の家庭が活用できる都道府県管轄の通
訳・翻訳サービスセンターの設立が望まれる。電話やインターネットを通じてそ
の場で通訳と翻訳が可能になると，学校と家庭のコミュニケーションが可能にな
り，協働に向けた対話と関係構築が実現される。また，専門職員が通訳・翻訳を
担うことで，通訳・翻訳に伴う個人情報およびプライバシーの保護を徹底できる。
このように，外国人児童生徒の指導・支援の充実と発展を目指し，積極的に家
庭の存在を指導・支援上位置づけ，学校と家庭の協働と，それを支える研修や通
訳・翻訳サービスの充実などが今後求められる。
註
(１) 本稿では，臼井（2011）の定義に従い，「漓外国籍の児童生徒，滷両親のいずれかが
日本国籍である国際結婚家庭の児童生徒，澆国籍変更手続き等を経て日本国籍を取得し
た児童生徒」(p. 88）を外国人児童生徒とよぶ。
(２) 日本語指導が必要な外国人児童生徒とは，「日本語で日常会話が十分にできない児童
生徒及び日常生活ができても，学年相当の学習言語が不足し，学習活動への参加に支障
が生じており，日本語指導が必要な児童生徒」（文部科学省<2011b<p. 1）である。
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